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方法

エイズ予防指針に基づき、陽性者を取り巻く課題に対する各種施策の効果を経年的に評価する
とともに、一元的に進捗状況を把握し、課題抽出を行うことで、一貫したエイズ対策を推進す
るとともに次期改定に向けた提言をまとめる。

後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針
（エイズ予防指針）に基づく対策の推進のための研究

目的

• HIV感染者・エイズ患者を取り巻く課題に関わる様々な専門家（医療従事者、基礎研究者、NGO団
体関係者等）で構成される研究班体制を構築する。

• エイズ予防指針に基づく課題の一覧表を用いて、平成30年度に行った調査と同様の内容の調査を
行い、予防指針に基づく各種対策の評価を行う。

• エイズ予防指針に基づく課題の一覧表から、ウイズコロナ時代を踏まえた取り組みが必要な課題を
抽出整理するとともに、各種課題を解決するための方策の議論をおこなう。

• 優先順位の高い課題、1)早期診断治療のための仕組み、2) Late Presenterに対する対策、3) 

PrEP導入を踏まえた日本におけるコンビネーションHIV予防の普及に関して新たな取り組
みを開始する。

感染例の早期発見・早期治療開始を可能にするばかりでなく、新規エイズ/HIV感染者数の減少をもた
らし、我が国における保健医療に貢献できるばかりか、本感染症にかかわる医療費の抑制につながる。

期待される効果



• わが国のHIV感染症/エイズの現状が示唆すること

• HIV-1伝播クラスタ解析から見えてきた状況（R3～5の継続的解
析）（基礎研究分野）

• エイズ予防指針に基づく施策に関する、都道府県を対象とした経年
的モニタリング調査、拠点病院調査（臨床研究分野）

• 「正しい知識の普及啓発」に関する、一般成人を対象としたモニタ
リング調査（社会政策分野）

• 日本エイズ学会における予防指針に関するシンポジウムで見えてき
たもの：わが国におけるエイズ/HIV感染症対策の課題



第162回エイズ動向委員会 資料（令和6年3月26日）

• エイズ発症で見つかる「いきなりエイズ」は
約30％のままで、早期診断は不十分

• エイズの発症率は不変とすれば、エイズ症例
の減少に比例した感染者の減少が推察される。

• 一方、HIV感染症例の減少は検査機会の減少と
検査控えの結果が含まれる可能性がある。

第162回エイズ動向委員会資料から、HIV感染者・エイズ患者報告件数の推移



保健所等におけるHIV抗体検査件数・相談件数、回復は不十分

第162回エイズ動向委員会 資料（令和6年3月26日）

• COVID-19流行下でHIV検査の課題が明らかになった

• HIV診断の約33％がVCT検査（保健所、検査会、拠点病院調査2018）

• これらの検査機会が半減し、年間100～150例の未検査感染者？

→保健所の検査体制を維持しながら、多様な検査機会の提供が課題

• 診療所検査の促進、郵送検査、自己検査 (コロナ禍で推奨)の導入

• →key populationの定期検査、PrEP userに届くHIV検査の仕組みづくり



• コロナ禍の影響で感染伝播の大きなクラスタの一部には減
衰が認められた。

• コロナ禍における検査体制の脆弱さ、地域差を反映する
データが得られた。

• 最も多くの新規陽性例が報告されたB-TC2について、時間
系統樹を推定、遺伝的に一番近い系統樹上の共通祖先
（MRCA）までの枝長（期間）を調べた。B-TC2所属症例
の早期診断率は約20%であった（15～25％）。

• 2021年は、関東地方のB-TC21とAE-TC2・沖縄地方のB-
TC340が大きなアウトブレイク例として検出された。

伝播クラスタ解析によるHIV感染モニタリング



エイズ予防指針に定められた各種施策の進捗状況把握のため、
自治体（都道府県）を対象としたモニタリング調査を行った。

全47自治体より4年分（平成30年度から
令和3年度）の回答を得た。調査期間を
通じて、コロナ禍の影響により多くの自
治体において普及啓発、検査、研修など
多くの事業が影響を受けた。検査体制の
縮小対策として、一般医療機関への検査
委託、郵送検査の活用など、従来の枠組
みを超えた取り組みは継続された。

医療連携体制

他領域との医療連携に関して、歯
科診療所との連携体制は約3分の2
の自治体で構築されたが、透析施
設に関しては2割弱、福祉サービス
は1割前後と、連携体制には改善は
みられなかった。

エイズ対策推進体制

HIV/エイズ対策の個別の施策目標が設定
されている自治体は4割弱であった。エイ
ズ対策推進協議会は約6割の自治体で設置、
令和2年度・令和3年度は約半数の自治体
で協議会の開催はできなかった。協議会
への個別施策層関係団体の関与がある自
治体は4割弱に留まった。

普及啓発事業・検査相談体制



• 基本属性の居住地や年齢層、既婚割合は国勢調査とほぼ

同じ割合、MSM、SW割合も先行研究とほぼ同じ割合。

• 現状の「正しい知識の普及啓発」では知識のアップデー

トは不十分。

• HIV検査の受検経験は、全体では12.2%であり、過去1年

間では2.0%で、以前の調査（3.1%～4.2%）と著変なし

• 受検場所は病院が36.8%、次いで保健所27.7%、クリニッ

ク・医院・診療所26.1%、郵送検査・自己検査キット5.2%

• PrEPの使用経験がある人は1.5%であり、1.3%（2020）、

3.5%（2022）と比べ著変はなかった。個別施策層では

MSM 10.3%、セックスワーカー（SW) 15.0%

一般成人調査の有効回答は196,045人（回収率83.5%）であり大きな規模となった。

成人男性で同性間での性交経験あり(5.8%)
成人女性の4.4%から5.6%がセックワーク
（SW)を経験



MSMの状況について

• コミュニティセンター利用は20.7% - 31.2%

• U=Uの認知；32.7%（地方）- 51.2%（都市部）コミュニティセンターのない地域では認知は低い。

• HIV検査経験：過去1年間が18.2% - 27.5%に受検経験があり、

• コンドームの所持割合は高いが、過去6ヶ月間の常用割合は20.1% - 25.9%と低く、経年的にみても

低下している。

• 過去6ヶ月間のPrEP利用については、10.3%と高く、ネットを通じてコミュニティに浸透しつつある

と推測される。

• 成人女性の4.4%から5.6%がセックワークを経験している可能性があり、MSM集団とほぼ同程度の規

模。また初年度と比較して、コロナ禍を経て風俗形態にITの活用が加わり、急速に拡大している可能

性が示唆された。

• これまでのHIV検査受検割合は全体では44.0%であり、2020年度の42.6%から著変はみられなかった。

先行研究では36.9%であり、やや上昇している。

• PrEPの経験割合は6.2%（2020年）から15.0%（2023年）と上昇している。

SWの状況について



1）早期診断・治療開始のための仕組み作り

早期にART治療を開始できる仕組み（診断即治療開始を実現）。

利便性の高い検査機会の提供、 U=U の社会的効果を期待（正しい知識を

UPDATE, 知ることから始まるスティグマのない社会）

2）エイズ発症例を含む”Late Presenter”に対する対策

検査の利便性をもっと高め敷居を低くすること、Late Presenterの理解のための研

究が不足している。HIV検査におけるメンタルサポート

3) PrEP導入を踏まえた日本におけるコンビネーションHIV予防の普及

HIV感染ハイリスク群へのPrEP導入、HIVと性病予防の新たな取り組み

4)拠点病院を中心とした医療体制の見直し。

様々な合併症を抱える高齢HIV感染症例の受け皿。「医療」だけでなく「介護」

や「生活」サポートが必要、福祉サービスとの連携。ARTの進歩によって、

aging関連の合併症の診療が増加、一般診療所でのケアの拡大が必要。

わが国におけるエイズ/HIV感染症対策の課題
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